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問２． 

 

１．解説 

 

 大問２は、ふたつの論題から構成されています。いずれも解答にあたっての字数の目安は

示されていませんが、過去の問題と照らし合わせると、400 字前後を目標に記述できるとよ

いでしょう。後に解答例を示しました。参考にしてください。 

 解答にあたっては、量的および質的観点のふたつの視点をもつとよいでしょう。量的観点

には、先に示したような一定量の記述が伴うことに加えて、誤字脱字や口語表現がないこと

等が重視されます。また専門用語については、特に表記に誤りのないことが求められます。

なお著しい悪筆や解読困難な解答は、採点の対象にならないことがあります。丁寧な記述を

心がけましょう。一方、質的観点としては、設問に対して専門的学びを積極的に活用して解

答することが求められます。問われている内容に応じて、次のような視点をもって解答でき

るとよいでしょう。 

（１）論理的整合性（段落構成の適切さ 論旨の明確さと一貫性等） 

（２）専門的整合性（専門的知識と技術を活用し、問いに対して心理的支援の専門性の観点

から適切な解答を導くことができる。その際、心理専門職の職責としての関連法の理



解と遵守、連携協働等についての言及や視座がみられる） 

（３）内省的態度（支援者として要支援者の権利をまもり、その主体性を尊重した支援を実 

践するために自己覚知や自己研鑽が重要であることへの言及や視座がみられる） 

 さらに本学では、建学の理念に基づき、次に示すような点を重視しています。 

   （１）公正性（人間に対す対等性と人権尊重） 

   （２）多様性（人間に対する寛容性 差別的排他的態度がみられないこと） 

   （３）ボランタリズム（他者、社会と積極的、主体的にかかわる態度） 

 これらを踏まえ、解答においても要支援者の権利性を遵守する態度とともに、現代社会に

おける心理社会的課題の達成にむけて自ら働きかける主体性と志向性を示すことができる

とよいでしょう。 

 

２．解答例 

 

1）心理的アセスメントの目的と方法について説明した上で、それらを他機関と情報共  

  有する際の留意点を述べなさい。 

 

心理的アセスメントの目的は、要支援者に対する理解を深め、その支援にあたって必要な

情報と方法を明らかにすることである。心理的アセスメントは、要支援者を多面的に理解す

るために複数からのアプローチ、すなわちマルチメソッド方式が望ましいとされている。具

体的には、心理面接（面接法）、心理検査（検査法）、行動観察（観察法）、（家族や関係機関

等からの）情報の収集などがある。 

心理的アセスメントは、状況に応じて、適宜、修正や更新が図られる。またその結果につ

いては、要支援者である当事者（児）とともに（状況に応じてその）ご家族への適切なフィ

ードバックと共有が治療的効果を高めるとされている。そのため支援者には、要支援者がア

セスメントの結果を肯定的に受けとめ、自らが主体となって治療に参加する意欲を高める

ことができるように当事者（児）のストレングスを含め、アセスメントの結果を分かりやす

く伝えることが重要である。 

さらにアセスメントの結果を他機関と情報共有する際には、当事者（児）のプライバシー

や個人情報の保護とともに人権の尊重を重視した対応が求められる。具体的には、他機関と

の情報共有の必要性について当事者（児）に丁寧に説明し、同意を得るとともに、情報の管

理と伝達方法については、セキュリティが確保された手段を用いる。 

なお、希死念慮の高い状況や被虐待児童の安全確保や保護においては、命をまもることを

最優先して医療等の専門機関へ引き継ぐ場合がある。支援者は、これらの対応の指針となる

関連諸法に精通し、関係施設機関と連携して対応することが必要である。 

 

２）Covid-19 により明らかになった今日の日本の社会における脆弱性と心理専門職の 



  役割とを関連付けてあなたの考えるところを述べなさい。 

 

Covid-19 は、日本の社会における脆弱性を多方面に渡って露呈させた。それらに関する

具体的な出来事を取り上げながら、これからの社会において心理専門職が国民の心の健康

の保持増進に寄与するという役割を果たすための課題を述べたい。 

コロナ禍には、外出の自粛や制限、休校措置や仕事のリモートワーク化によって在宅時間

の増加が顕著となった。それによって、家庭内ストレスや DV、児童虐待等の発生リスクが

高まったとされている。実際に、コロナ禍以降、児童虐待相談対応件数や DV 相談件数は増

加している。心理専門職は、これら要支援者（児）のニーズを早期に発見し相談支援につな

げるべく、関係する施設機関との連携協働を強化する必要がある。あわせて、要支援者の孤

立や介入の遅延による問題の深刻化を防ぐため、相談先の拡大や相談へのアクセスの簡易

化といった物的環境の整備に参画する役割も期待される。さらに、SOS 発信にかかわる心

理教育の実施も有効であると考えられることから、今後、心理専門職には、児童生徒にむけ

た心理教育の充実と実践機会の拡大を図る役割も期待される。 

またコロナ禍には、SNS を介しての誤情報の流布によって社会における集団不安が増幅

し、差別や偏見が誘発されたことも記憶に鮮明である。今日、社会全体において目指されて

いる情報リテラシーの推進とともに、心理専門職に求められる役割として、不安やストレス

の理解と対処法を学ぶ心理教育の実践と充実が挙げられる。 

これらのように Covid-19 がもたらした混乱は、日本社会の脆弱性を可視化することにな

った一方で、国民の心の健康の保持増進をめざす心理専門職の役割と課題を鮮明化にする

ことにもなった。多様化と複雑化が進む社会において、また次なる危機への備えとしても、

心理専門職に求められる役割をしっかりと捉え、そのために必要な研鑽を重ねていくこと

が必要である。 

 

 


